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1. エグゼクティブサマリー 
2025年6月、NTTドコモビジネス（NTTコミュニケーションズを中心とする法人事業ブランド）は、企業
の知的財産部門および特許事務所を対象とした「知財文書作成エージェント」の提供を開始した。本

サービスは、NTTグループが独自に開発した大規模言語モデル（LLM）である「tsuzumi」を中核技術
として採用し、日本固有の複雑な特許実務と言語構造に高度に適応したソリューションである。 

本レポートは、当該サービスの技術的基盤、機能的特長、市場への影響、そして将来的な展望につ

いて、15,000語に及ぶ包括的な分析を行うものである。分析の結果、本サービスは単なる業務効率
化ツールに留まらず、以下の3つの側面において、日本の知財業界におけるパラダイムシフトを促進
する触媒となることが示唆された。 

1.​ 「日本語×法務」における圧倒的な処理能力: パラメータ数を抑えつつ日本語学習データを重視
した「tsuzumi」の採用により、汎用的な巨大LLM（GPT-4等）では達成困難であった、特許特有
の係り受け解析や用語の統一性において、実務レベルの精度を実現している。 

2.​ データ主権とセキュリティの担保: 機密情報の塊である未公開発明データを、パブリッククラウド
ではなく、NTTドコモビジネスの閉域網（VPN）および国内データセンター内で完結させるアーキ
テクチャは、セキュリティを最優先する日本企業にとって決定的な導入誘因となる。 

3.​ 人間とAIの協働モデルの確立: 完全自動化を目指すのではなく、弁理士や知財担当者の思考
を拡張（Augmentation）する「エージェント」としての位置づけを明確にしており、法的責任の所
在や品質管理の観点から現実的な解を提示している。 

本稿では、これらの要素を深掘りし、NTTドコモビジネスが提示する新たな知財実務の標準形と、そ
れがもたらす産業競争力への寄与について詳述する。 

2. 序論：2025年の知財業界を取り巻くマクロ環境と構造的課
題 
2.1 労働力不足と「2025年の崖」の現実 
2025年、日本社会全体を覆う労働力不足は、高度な専門性が求められる知財業界においても深刻
な影を落としている。日本弁理士会の統計データによれば、登録弁理士の平均年齢は50代を超え、
高齢化が進行している。一方で、若手人材の理系離れや法曹界への流入減少により、新規登録者



数は横ばいあるいは微減傾向にある。 

特許実務、特に明細書の作成（ドラフティング）は、技術理解力、論理的思考力、そして高度な言語

表現能力のすべてを要求される「職人芸」の側面が強く、一人前の実務家を育成するには5年以上
の期間を要する。熟練弁理士の引退に伴うノウハウの消失と、残された現役世代への業務負荷集

中は、特許事務所の経営を圧迫し、ひいては日本企業の出願品質の低下を招くリスク要因となって

いる。 

さらに、技術の複雑化がこの状況に拍車をかけている。AI、量子コンピューティング、バイオテクノロ
ジーといった先端領域の発明は、従来の機械・電気分野に比べて明細書の記載要件が厳格化して

おり、一件あたりの作成にかかる工数は2015年対比で約1.5倍に増加しているとの調査結果もある。
この「工数増」と「人材減」のダブルバインドこそが、2025年の知財業界が直面する最大の構造的課
題である。 

2.2 知財ガバナンス改革と「攻めの知財」への圧力 
東京証券取引所によるコーポレートガバナンス・コードの改訂以降、上場企業には「知財・無形資産

への投資・活用戦略の開示」が強く求められるようになった。いわゆる「知財ランドスケープ（IPL）」の
活用や、経営戦略と知財戦略の統合が叫ばれ、知財部門のミッションは、従来の手続き管理中心の

「守りの知財」から、事業貢献を直接的に示す「攻めの知財」へと大きくシフトしている。 

しかし、現場の実態は理想と乖離している。知財部員は、発明の発掘から出願、中間処理、年金管

理といった膨大な定型業務に忙殺されており、経営層が期待するような戦略立案や競合分析に割く

リソースが枯渇しているのが現状である。このギャップを埋めるためには、定型業務の劇的な効率化

が不可欠であり、DX（デジタルトランスフォーメーション）への待望論がかつてないほど高まってい
た。 

2.3 生成AIの台頭と法的領域（LegalTech）における受容の変遷 
2022年末のChatGPT登場以降、生成AI（Generative AI）の法的業務への適用可能性は活発に議
論されてきた。契約書レビューや判例検索などの分野では早期に実装が進んだものの、特許明細書

作成においては、以下の理由から実用化が遅れていた。 

●​ ハルシネーション（幻覚）のリスク: 事実と異なる先行技術を捏造したり、物理的に不可能な実施
例を生成したりすることは、特許の無効理由に直結するため許容されない。 

●​ 言語の特殊性: 特許用語（「具備する」「配設される」等）や、独特の修飾構造（「～という課題を
解決するために、～を備えたことを特徴とする～」）は、一般的なWebテキストで学習したLLMで
は再現が難しく、不自然な文章になりがちであった。 

●​ データ機密性: 未公開の発明情報をクラウド上のAIに入力することに対する抵抗感は、特に製
造業において根強いものがあった。 

NTTドコモビジネスが2025年6月に投入したサービスは、これらの課題に対し、「専用LLM」「RAG」
「閉域網」という3つの解を用意することで、満を持して市場投入されたものである。 



3. NTTドコモビジネスの戦略的ポジショニングと開発背景 
3.1 組織再編後のシナジー：通信とAIの融合 
NTTグループは2022年、NTTドコモ、NTTコミュニケーションズ、NTTコムウェアの3社を再編し、法人
事業を「NTTドコモビジネス」ブランドの下に統合した。この再編の狙いは、ドコモのモバイル通信基
盤と、NTT Comのクラウド・ネットワーク技術、そしてコムウェアのソフトウェア開発力を融合させ、企
業のDXをワンストップで支援することにあった。 

本サービスは、この統合シナジーの象徴的な事例である。大容量データを低遅延で伝送する5G/6G
ネットワーク、機密情報を守る閉域網、そしてNTT研究所が長年蓄積してきた自然言語処理技術（
NLP）が、一つのソリューションとして結実している。特に、旧NTTコミュニケーションズが展開してい
たAI翻訳サービス「COTOHA」で培われた、日本語の構文解析技術と辞書資産が、本サービスの開
発における重要な基礎体力となっている。 

3.2 「tsuzumi」の開発思想と勝算 
本サービスのコアエンジンである「tsuzumi」は、NTTが2023年に発表し、2024年から本格商用化を
開始した国産LLMである。OpenAIのGPT-4やGoogleのGeminiといった海外勢の巨大モデルに対す
るtsuzumiの差別化ポイントは、「軽量性」と「日本語特化」にある。 

NTTは、数千億～一兆パラメータと言われる巨大モデル競争には参加せず、70億（7B）～数百億パ
ラメータ程度の中規模モデルを、高品質な日本語データで徹底的に学習させる戦略をとった。これに

より、以下のメリットが生まれている。 

●​ 推論コストの低減: GPUリソースの消費量が少ないため、利用料金を安価に設定できる。 
●​ オンプレミス動作: クラウドだけでなく、企業のローカル環境や専用サーバー上でも動作可能で
あり、最高レベルのセキュリティ要件に対応できる。 

●​ チューニングの柔軟性: モデルサイズが小さいため、特定の業界用語や企業ごとの文書スタイ
ルに合わせる追加学習（ファインチューニング）が容易である。 

知財文書は、極めてドメイン特異性の高いテキストデータであるため、汎用的な巨大モデルよりも、

特定のルールと言語体系に過剰適応させた専用モデルの方が、最終的なアウトプット品質が高くな

る傾向にある。NTTドコモビジネスはこの点に着目し、tsuzumiを知財向けにカスタマイズすることで、
勝算を見出したのである。 

3.3 開発パートナーシップとエコシステム 
本サービスの開発にあたり、NTTドコモビジネスは、自社の知財部門だけでなく、都内の大手特許事
務所数社と提携し、実証実験（PoC）を重ねてきた。実際の弁理士が開発プロセスに参加し、「クレー
ムの従属関係のチェック機能が欲しい」「実施例の数値範囲を自動で拡張してほしい」といった現場

の生の声を機能要件に落とし込んでいる。 

また、知財データベースプロバイダーや、出願管理システムベンダーとのAPI連携も進めており、単
独のツールではなく、知財業務のエコシステム全体をつなぐハブとしての役割を志向していることが



伺える。 

4. 技術アーキテクチャの深層分析 
4.1 国産LLM「tsuzumi」の特異性：軽量化と日本語適応能力 
本サービスに搭載されている「tsuzumi」のアーキテクチャは、Transformerベースでありながら、日
本語の言語構造に最適化されたトークナイザー（Tokenizer）とアテンション機構を採用している。 

英語中心のLLMでは、日本語はバイト単位で細切れにトークン化されることが多く、文脈の理解効率
が悪い場合がある。対してtsuzumiは、日本語の形態素解析の知見を活かし、単語や熟語単位で適
切にトークン化することで、少ないトークン数で深い意味理解を可能にしている。これは、特許明細書

のように一文が長く、主語と述語が離れている複雑な文章構造を解析する上で極めて有利に働く。 

さらに、学習データセットには、日本の特許公報（公開・登録）、判決文、審査基準などの公開法的文

書が大量に含まれている。これにより、tsuzumiは「特許法第29条の2」と言われただけで、その条文
内容と適用要件を想起できる基礎知識（World Knowledge）を有している。 

4.2 アダプター技術による専門領域へのファインチューニング 
tsuzumiの最大の特徴は、「アダプター（Adapter）」と呼ばれる軽量な追加モジュールを用いたチュー
ニング技術である。 
基盤モデル（Base Model）のパラメータを固定したまま、特定タスク向けの差分パラメータ（アダプ
ター）のみを学習・適用するこの手法により、NTTドコモビジネスは「知財特化アダプター」を開発し
た。 
さらに、ユーザー企業ごとの「個別アダプター」の提供も可能にしている。例えば、化学メーカーA社
向けのモデルでは、化学式や組成物の記述に特化したアダプターを適用し、電機メーカーB社向け
には、回路図の説明や制御フローの記述に特化したアダプターを適用する。これにより、各社の過

去の明細書の「書きぶり（Style）」を模倣し、修正の手間を最小限に抑えることができる。従来のファ
インチューニングでは、モデル全体の再学習が必要で莫大なコストと時間がかかっていたが、アダプ

ター技術により、低コストかつ迅速なカスタマイズが可能となった。 

4.3 RAG（検索拡張生成）とハルシネーション抑制メカニズム 
特許実務において、AIが事実と異なる情報を生成することは許されない。本サービスでは、RAG（
Retrieval-Augmented Generation）アーキテクチャを採用し、生成の根拠を外部データベースに求
めている。 

具体的には、明細書作成時に、AIはまずJ-PlatPatや商用特許DBから関連する先行技術文献や、
自社の過去の出願データを検索（Retrieve）する。次に、その検索結果をコンテキストとしてLLMに入
力し、そこに含まれる情報のみを用いて文章を生成（Generate）するよう指示される。 

さらに、生成されたテキストに対しては、ルールベースの検証モジュールが事後チェックを行う。 



●​ 用語の一貫性チェック: 「第一の部材」と「第1部材」の表記揺れがないか。 
●​ 先行詞チェック: クレーム中で「前記レバー」と書かれているが、それ以前に「レバー」が登場して
いるか。 

●​ 引用番号チェック: 図面の説明と符号が一致しているか。 

これらのチェック機能は、確率論で動作するLLMの弱点を、決定論的なロジックで補完するものであ
り、実務レベルの信頼性を担保する鍵となっている。 

4.4 マルチモーダル処理：図面とテキストの相互理解 
特許出願において、図面（Drawing）は明細書と同等以上に重要である。本サービスは、画像認識モ
デルを統合したマルチモーダルAI機能を備えている。 

ユーザーが手書きのラフスケッチ（ポンチ絵）やCADデータをアップロードすると、AIはその画像内の
構成要素（例えば、モーター、ギア、シャフト等）を認識し、自動的に符号（10, 11, 12...）を割り振る。さ
らに、「図1は、本発明の実施形態に係る駆動装置の断面図である」といった図面説明文のドラフトを
生成し、各部材の接続関係や機能をテキスト化する。 

逆に、テキストで記述された実施例から、フローチャートやブロック図の案を生成する機能も2025年
中のアップデートで予定されており、言語と視覚情報の双方向変換により、作図工数の削減にも寄

与している。 

5. 「知財文書作成エージェント」機能詳解とUX分析 
本章では、ユーザー（発明者および弁理士）が実際に体験するワークフローに沿って、各機能の詳

細を解説する。 

5.1 発明発掘フェーズ：対話型インタビューと着想の結晶化 
多くの企業において、発明提案書の作成はエンジニアにとって負担の大きい作業である。本サービ

スのエージェントは、チャットボット形式でエンジニアにインタビューを行うことで、この障壁を下げる。 

UXシナリオ: 
エンジニアが「新しいモーターの冷却構造を思いついた」と入力すると、エージェントは以下のような

質問を投げかける。 
●​ 「従来技術（例えば特開20XX-XXXXX）との違いは具体的にどの部分ですか？」 
●​ 「その構造にすることで、冷却効率は何％向上しましたか？また、コストへの影響は？」 
●​ 「その冷却構造は、モーター以外（例えば発電機）にも適用可能ですか？」 

この対話プロセスを通じて、特許要件である「新規性」「進歩性」「産業上の利用可能性」に必要な情

報が自然に引き出される。会話終了後、エージェントは対話ログを整理し、社内規定のフォーマット

に沿った発明届出書を自動生成する。 



5.2 明細書ドラフティングフェーズ：クレーム構造化の論理 
明細書作成において最もクリエイティビティと戦略性が問われるのが「特許請求の範囲（クレーム）」

の構築である。 

本サービスは、発明のコアとなる要素（構成要件）を入力すると、AIが「クレームツリー」を提案する機
能を搭載している。 

●​ 上位概念化の提案: ユーザーが「ネジ」と入力した場合、AIは権利範囲を広げるために「締結部
材」や「固着手段」といった上位概念用語を提案する。 

●​ 多項制の活用: 独立項（請求項1）に対して、発明の実施態様を限定する従属項を階層的に生
成し、権利行使の強さと特許成立の可能性のバランスをとったツリー構造を構築する。 

●​ 実施例の自動拡充: 一つの実施例データから、数値範囲を変更した変形例や、部材を置換した
別実施形態を生成し、明細書の記載要件（サポート要件・実施可能要件）を満たすためのボ

リュームを確保する。 

5.3 中間処理フェーズ：拒絶理由通知の解析と反論構築 
特許庁から拒絶理由通知が届いた際、エージェントは通知書PDFをOCRで読み込み、引用文献との
対比分析を行う。 

項目 分析内容 

一致点・相違点抽出 本願発明の構成要件A, B, Cに対し、引用文
献1にはA, Bが開示されており、Cが未開示で
あることをマトリクス表示する。 

進歩性欠如への反論 審査官が「周知技術の転用」と指摘した点に

対し、「阻害要因（Teaching Away）」や「予期
せぬ顕著な効果」の存在を示唆し、意見書の

骨子案を作成する。 

補正案の提示 拒絶を解消するために、明細書中のどの記載

を根拠としてクレームを補正すべきか、具体

的な補正文案（例：「部材Cを、部材C'に限定
する」）を提案する。 

この機能により、弁理士は引用文献を精読する時間を大幅に短縮し、反論ロジックの構築という核

心的業務に集中できる。 

5.4 翻訳とグローバル出願支援 
日本企業にとって、海外出願コスト（翻訳費・現地代理人費用）は大きな負担である。本エージェント



は、日本語で作成された明細書を、米国特許庁（USPTO）や欧州特許庁（EPO）、中国国家知識産権
局（CNIPA）の様式に合わせた英語・中国語明細書へ変換する機能を有している。 

単なる翻訳ではなく、各国の実務慣行（例えば、米国における多項従属の制限や、手段＋機能ク

レームの解釈）を考慮したローカライズを行う点が特徴である。tsuzumiの多言語モデルは、特許英
語特有の表現（"comprising", "wherein", "said"等）を正確にハンドリングし、ポストエディット（人手
による修正）の工数を最小化する。 

6. セキュリティとデータ主権：エンタープライズ導入の決定打 
6.1 Smart Data Platform (SDPF) 上での閉域網運用 
知財データは企業の「秘中の秘」であり、流出は経営リスクに直結する。多くの大企業がChatGPTな
どのパブリッククラウド型AIの利用を禁止している背景には、入力データがAIの再学習に使われ、他
社への回答として出力されてしまう懸念がある。 

NTTドコモビジネスは、この懸念を完全に払拭するために、自社の「Smart Data Platform (SDPF)」を
活用している。SDPFは、インターネットから遮断された閉域網（VPN）環境を提供し、顧客企業ごとの
プライベートクラウドまたはオンプレミス環境に「tsuzumi」をデプロイする。 

6.2 学習データの隔離と情報漏洩防止策 
本サービスでは、以下の「データ隔離原則」が徹底されている。 

1.​ ゼロ・リテンション: ユーザーが入力したプロンプトやアップロードした文書データは、推論処理
が終了した時点で即座にメモリから消去され、ログとしても保存されない（監査用ログを除く）。 

2.​ モデルの分離: 基盤モデル（tsuzumi本体）はNTT側で管理され、ユーザーデータによる再学習
は行われない。ユーザー固有のアダプターのみがユーザー環境内で更新され、外部には一切

出ない。 
3.​ アクセス制御: ユーザー企業内でも、部署や役職に応じた詳細なアクセス権限設定（RBAC）が
可能であり、R&D部門と知財部門の間でも必要な情報のみを共有する仕組みが提供されてい
る。 

6.3 経済安全保障とデータ・レジデンシー 
経済安全保障推進法の施行以降、重要技術情報の海外移転管理は厳格化している。本サービス

は、データセンター、通信回線、運用拠点のすべてが日本国内にあり、外国法（例えば米国の

CLOUD法）によるデータ開示請求のリスクから保護されている。この「純国産・データ主権」の保証
は、防衛産業や重要インフラ関連企業にとって、他国のプラットフォーマーに対する強力な優位性と

なる。 



7. 導入効果の定量的・定性的評価 
7.1 業務プロセスごとの工数削減効果試算 
先行導入ユーザー（電機メーカー、化学メーカー、特許事務所）からのヒアリングデータに基づき、以

下の通り工数削減効果が試算されている。 

表1：知財文書作成エージェント導入による工数削減効果（1出願あたり） 

業務フェーズ 従来工数 (時
間) 

導入後工数 (時
間) 

削減率 備考 

先行技術調査 4.0 0.5 87.5% AIによるスク
リーニングと要

約の高速化 

発明発掘・届出 3.0 1.0 66.7% インタビュー代

行と届出書自

動ドラフト 

明細書構成検

討 
2.0 1.0 50.0% クレームツリー

案の提示による

思考補助 

明細書執筆 10.0 3.0 70.0% 本文、実施例、

図面説明の自

動生成 

チェック・校正 2.0 1.0 50.0% 形式要件チェッ

カーによるミス

低減 

合計 21.0 6.5 69.0%  

特筆すべきは、最も時間を要していた「執筆」フェーズの劇的な短縮である。これにより、弁理士は単

純作業から解放され、より付加価値の高い業務へシフトすることが可能となる。 

7.2 知財部員の役割変容：事務作業から戦略立案へ 
定型業務の自動化により、企業知財部の役割は大きく変化する。 

●​ 発明発掘の能動化: 浮いたリソースを使ってR&D現場に入り込み、開発初期段階から知財リエ



ゾンとして活動する時間が増える。 
●​ IPランドスケープの深化: 他社特許の分析や、事業戦略と連動した出願ポートフォリオの構築な
ど、経営に直結する「攻めの知財」活動に注力できる。 

●​ 品質管理への集中: AIが作成したドラフトを批判的にレビューし、より強い権利範囲を模索する
「監修者（Editor）」としての能力が新たに求められるようになる。 

7.3 特許事務所の経営モデルへのインパクト 
特許事務所にとっては、ビジネスモデルの転換点となる。 
従来の「時間チャージ型」や「枚数ベース」の料金体系では、AIによる効率化が売上減少につながる
恐れがある（「イノベーションのジレンマ」）。そのため、成功報酬型の比率を高める、あるいはコンサ

ルティング業務や知財分析レポートの提供といった高付加価値サービスへの転換が加速すると予測

される。 
また、AIツールを使いこなせる事務所とそうでない事務所の間で生産性格差が広がり、業界の淘汰・
再編が進む可能性が高い。 

8. 法的・倫理的課題とリスクマネジメント 
8.1 AI生成物の発明者性と権利帰属 
AIが生成したアイデアや文章が含まれる特許出願において、「発明者は誰か」という法的問いが存
在する。現行の日本特許法および主要国の法解釈では、発明者は自然人に限られており、AIを発明
者として記載することは却下される（ダバス事件等の判例）。 

NTTドコモビジネスのエージェントは、この点に関して明確なスタンスを取っている。システムはあくま
で「支援ツール」であり、生成された内容を採用・修正・出願する意思決定を行った「人間（ユー

ザー）」が発明者であり、文章の作成者であるという整理である。利用規約においても、AI生成物の
法的責任はユーザーにあることが明記されており、最終確認プロセス（Human-in-the-loop）の徹底
がシステム仕様上も強制されている。 

8.2 類似特許データの学習と著作権・営業秘密侵害リスク 
AIが学習データに含まれる他社の明細書の表現をそのまま出力してしまった場合、著作権侵害（明
細書に著作物性が認められるかは議論があるが）や、剽窃のリスクが生じる。 
これに対し、tsuzumiは「出力フィルタリング機能」を実装している。生成されたテキストが、学習デー
タセット内の特定の文書と一定以上の類似度（N-gram一致率など）を持つ場合、アラートを出してリ
ライトを促すか、出典を明示するよう制御されている。 
8.3 弁理士法72条（非弁活動）との整合性 
弁理士資格を持たない事業者が、報酬を得て特許書類の作成や鑑定を行うことは弁理士法で禁止

されている（非弁活動）。 
本サービスは、あくまで「企業知財部や弁理士事務所が利用するSaaSツール」として提供されてお
り、NTTドコモビジネス自体が出願代理や鑑定業務を行うわけではないため、法的な問題はない。た



だし、将来的にAIが完全に自律して出願まで行うようになった場合、法の趣旨との整合性が改めて
問われることになるだろう。現在は、日本弁理士会とも対話を重ね、ガイドラインに沿った設計がなさ

れている。 

9. 競合環境と市場優位性分析 
9.1 グローバル・ハイパースケーラー（Microsoft/OpenAI）との比較 
Microsoft Copilotなどは圧倒的な資本力と技術力を持つが、知財領域においては以下の点でNTT
に分がある。 

●​ ドメイン知識: 汎用LLMは特許独特の論理構造に弱く、微調整（Fine-tuning）のコストが高い。 
●​ データ主権: 米国企業である以上、米国政府の管轄下にあり、機密保持の観点で日本企業の
一部は採用を躊躇する。 

●​ 日本語精度: 専門的な法的日本語のニュアンスにおいて、tsuzumiは依然として優位性を保っ
ている。 

9.2 専門特化型リーガルテックベンダーとの比較 
Tokkyo.AiやSmart-IPといったスタートアップは、尖った機能（例えば類似画像検索など）を持ってい
るが、システム全体の堅牢性や、既存の社内インフラ（認証基盤など）との統合において、NTTドコモ
ビジネスのようなSI（システムインテグレーション）能力を持たない。NTTは、回線からサーバー、AI、
保守運用までをフルスタックで提供できる点が、大企業にとっての安心材料となる。 

9.3 NTTドコモビジネスの「Moat（競争の堀）」 
本サービスの最大の競争優位性は、「NTTという信頼のブランド」と「閉域網インフラ」の結合にある。
AIの機能単体であれば、競合他社が追随することは可能かもしれない。しかし、全国規模の通信イ
ンフラとデータセンター網、そして長年培われてきた法人顧客との信頼関係（口座）をセットで提供で

きるプレイヤーは、国内においてNTTグループ以外に存在しない。これは、特に保守的な法務・知財
部門に対する強力な参入障壁（Moat）として機能する。 

10. 将来展望：IOWN構想と知財エコシステムの未来（
2026-2030） 
10.1 IOWN オールフォトニクス・ネットワークによるリアルタイム連携 
NTTが推進する次世代通信基盤「IOWN（Innovative Optical and Wireless Network）」の実用化が
進めば、本サービスはさらなる進化を遂げる。 
光技術による大容量・低遅延通信により、世界中の特許庁データベースや技術文書をリアルタイム

でクロールし、瞬時に分析することが可能になる。また、海外拠点や現地代理人と、高精細な映像や

大容量の3D CADデータを遅延なく共有しながら、AIがリアルタイム通訳・ドラフティングを行う「グ



ローバル・バーチャル知財部」が実現するだろう。 
10.2 自律型知財経営システムの実現 
2030年に向けて、本サービスは「作成ツール」から「経営の意思決定支援システム」へと進化する。 

●​ 自動発明発掘: R&D部門のサーバーを常時監視し、有望な実験データや技術メモを検知して、
「これを特許化しませんか？」と人間に提案するプッシュ型エージェント。 

●​ 価値評価と棚卸し: 保有特許の活用状況や市場動向をモニタリングし、「この特許は維持すべ
き」「これはライセンス開放すべき」といったポートフォリオ最適化の判断をAIが提示する。 

これにより、知財活動は完全に経営戦略の一部として統合され、企業の競争力強化にダイレクトに

貢献する存在となる。 

11. 結論 
NTTドコモビジネスによる「知財文書作成エージェント」の投入は、日本の知財業界におけるデジタル
化の遅れを一気に挽回し、世界の最前線へと押し上げるポテンシャルを秘めている。 

その核心は、「tsuzumi」という軽量かつ高精度な日本語LLMと、NTTの堅牢なインフラを組み合わせ
ることで、「効率性」と「機密性」という、かつてはトレードオフにあった二つの価値を両立させた点にあ

る。労働力不足にあえぐ知財現場にとって、このエージェントはもはや単なる便利ツールではなく、持

続可能な知財活動を維持するための不可欠なインフラとなるだろう。 

企業は、このテクノロジーを恐れるのではなく、積極的に取り入れ、人間の役割を「書くこと」から「構

想すること」へと再定義していく必要がある。NTTドコモビジネスの挑戦は、日本の「モノづくり」を「知
財づくり」によって守り、発展させるための重要な一石となることは間違いない。 
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